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１．はじめに 
 
 近年、国際経済体制のなかで自由貿易の推進は、多角的（multilateral）・二国間（bilateral）・地
域的（regional）の３つのタイプの取り組みが相互に絡まり合いながら行われている。 
 自由貿易のための世界標準化されたルールに基づいて世界各国にルールの順守を迫るのが多角
的な取り組みである。この取り組みを代表する制度が WTO（World Trade Organization: 世界貿易
機関）である。1)  WTO は、財とサービスの自由貿易を推進するため、加盟国に対して関税およ
び非関税障壁の撤廃、知的所有権の保護を要求している。国際競争力の高い製品・産品を有する
国ほど WTO の施策の恩恵を受けることができる。 
 多角的な取り組みと対照的に、自国と自由貿易を推進するのが容易な国とだけ FTA (Free Trade 
Agreement: 自由貿易協定)や EPA（Economic Partnership Agreement: 経済連携協定）を締結しよう
とするのが二国間の取り組みである。今日、各国が独自に FTA や EPA を締結する動きが世界各
地で活発に行われている。自国の輸出・輸入の製品・産品と相手国のそれらを比較して、自国に
国際競争力のある産業の輸出活動を妨げずに、かつ製品・産品の輸入によって国際競争力のない
自国の産業を苦境に陥らせないような国が FTA や EPA の対象として選ばれる。 
 さらに、これら２つの取り組みの中間に位置するのが地域的な取り組みである。地域的な取り
組みでは、自由貿易の果実が互いに得られやすい近隣諸国どうしで共通のルールを作成して自由
貿易を推進する。この取り組みを代表する制度が経済的地域連携である。2)  経済的地域連携は、
EU（European Union: 欧州連合）を始めとして、NAFTA（North American Free Trade Agreement: 北
米自由貿易協定）、AFTA（ASEAN Free Trade Area: ASEAN 自由貿易地域）、MERCOSUR（南米南
部共同市場）など世界の様々な地域で行われている。 
 近年、特に地域的な取り組みの制度である経済的地域連携がこれほど盛んに行われていること
を反映して、多くの研究者が経済的地域連携の問題に関心を抱き、すでに理論研究や実証研究に
おいて豊富な蓄積がある。3) これらの研究は、（1）経済的地域連携が域内貿易に与える影響の分析、
（2）経済的地域連携の形成に対する近隣諸国の反応の分析、（3）経済的地域連携が各国経済に与
える影響の分析に分類することができる。4) 
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 本研究では、内生的成長論の成果を活用して、経済的地域連携が各国の経済成長にどのような
影響を及ぼすかを AFTA のケースを使って分析する。その際に、AFTA に対する多国籍企業の動
きを考慮に入れる。5) 多国籍企業の動きは、AFTA 加盟国が得る AFTA の効果に格差をつけると
考えられるからである。こうした多国籍企業の動きと AFTA の効果の加盟国間格差に注目してい
る点が本研究の特徴と言える。本研究は、上述の（3）のタイプの研究に該当する。 
 
 
２．AFTA の形成と加盟国の貿易および対内投資 
 
 本節では、後の議論のため必要な背景の知識として、AFTA 形成の経緯と現状、AFTA 加盟国
の貿易と対内投資の動向について検討する。6) 
 AFTA は、ASEAN 諸国が域内国どうしの自由貿易を推進する目的で創設された。AFTA は、1993
年１月に、シンガポール、タイ、マレーシア、インドネシア、フィリピン、ブルネイの６カ国で
始められたが、その後、ベトナム、ラオス、ミャンマー、カンボジアが加盟し、2010 年１月現在、
10 カ国で構成される。AFTA の目的を実現するために様々な施策が試みられてきたが、その中で
も柱となるのが、①共通効果特恵関税協定（Common Effective Preferential Tariff: CEPT）、②ASEAN
産業協力（ASEAN Industrial Cooperation : AICO）であった。 
 CEPT では、加盟国が生産品目の域内関税を低減させるための枠組みが作られた。7)  域内関税
を低減させる生産品目を CEPT 適用品目とし、これは、文化財や国防関連品目を除くすべての生
産品目が対象となった。加盟国は、関税低減の目標値と期日を設定して、CEPT 適用品目の域内
関税を低減させてきた。AFTA の創設時の加盟国６カ国については、2002 年に５％を達成し、2010
年には０％を目指してきた。新規加盟国については創設時の加盟国６国より期日を遅らせて、ベ
トナムが 2006 年に、ラオスとミャンマーが 2008 年に、カンボジアが 2010 年に５％を達成し、こ
れら４カ国は 2015 年に０％を達成する予定である。 
 この CEPT を利用して共通効果特恵関税の恩恵を受けるには、域内国で生産したコンテントが
40％以上という原産地規制を満たす必要がある。この原産地規制を導入した意図が、域内国の生
産物による域内貿易の促進ということは明確であるが、その承認のための手続きが煩雑で国と企
業に多大なコストを課している。最近では、関税番号の変更で当該製品の原産地を確認する関税
番号変更基準の導入を進め、原産地規制と併用させている。 
 AFTA の２つ目の柱である AICO は、特定の案件に限定して、CEPT のスケジュールよりも早く
５％以下の関税を適用しようとする試みで、1996 年 11 月に開始された。AICO の適用を受けるに
は各国政府の審査を受けなければならず、現地資本比率 30％以上の製造業で、現地調達比率の基
準を満たすなどいくつかの要件が必要である。 
 AFTA 域内において生産する複数の部品を国ごとに特化して、域内貿易を使って特定の国に部
品を集めて完成品を生産する、という域内分業型の事業活動を試みる企業にとって、AICO の適
用を受けることは魅力的であった。1999 年以降、日本企業でも松下電器（現パナソニック）、ト
ヨタ、ホンダ、デンソーなどは AICO を活用してこうした事業活動を展開してきた。8)  AFTA 域
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内の関税率が下がっていくと AICO の適用を受けなくても、域内分業型の事業活動を行うことが
できるので、そのとき AICO の役割は終わる。 
 今後の AFTA の動向としては、２点を挙げることができる。１つは、AFTA 加盟の ASEAN 諸
国による経済的地域連携の試みとして、ASEAN 経済共同体が計画された。9)  この計画では、人、
モノ、サービス、資本の自由な移動を促進し、共通政策の導入を試みようとしている。これは、
ASEAN 諸国が AFTA という自由貿易地域からより統合度の高い共同市場や経済同盟を志向する
動きと捉えることができる。 
 さらに、２つ目は、AFTA 加盟の ASEAN 諸国と中国やインドなど新興国との FTA の進展であ
る。10)  この試みでは、ASEAN 諸国が FTA の対象国と二国間で交渉するのではなく、AFTA 全体
で対象国と交渉を進めている。この試みが行われた背景として、AFTA 加盟の ASEAN 諸国の立
場では、市場規模と優れた生産拠点という点で魅力的な中国やインドなど新興国の台頭によって
ASEAN 諸国の経済的地位が低下する、という危機感がある。他方で新興国の立場では、FTA が
拡大しつつある東アジア市場において経済的に孤立することが問題であった。 
 次に、すでに述べたことだが、AFTA が形成された目的は、域内国間の貿易を拡大すると同時
に、多国籍企業による域内国への投資を増大させることだと考えられる。実際に、AFTA におけ
る貿易と対内投資はどうなったのかについて、その実態を見てみる。 
 表 2-1 は、1990 年と 2007 年について AFTA、NAFTA、EU の輸出・輸入の動向が示されている。
1990年の AFTA の域内輸出比率と域内輸入比率は、NAFTA と EU に比べて相当に低いと言える。
2007 年でも AFTA の域内輸出比率と域内輸入比率は、NAFTA と EU に比べて低い。NAFTA と EU
が元々、域内輸出比率と域内輸入比率が高い国どうしが始めた取り組みだったのに対して、AFTA
は、結成前の段階で域内輸出比率と域内輸入比率が高くないことが指摘される。1990 年から 2007
年までの域内輸出比率と域内輸入比率の伸びを見ると、AFTA は EU よりも高く、NAFTA と比較
すると域内輸出では低く、域内輸入では高い（域内輸出比率の伸びは、AFTA5.2％、NAFTA9.2％、
EU0.9％、域内輸入比率の伸びは、AFTA9.8％、NAFTA2.5％、EU－0.6％）。 
 
表2-1 経済的地域連携の輸出・輸入 
                              （単位：100万ドル） 
 
 
 
 
 
注）ジェトロ貿易マトリクス 1990 年と 2007 年より著者作成。EU27 は、ルーマニアと
ブルガリアが加盟 
 
 表 2-2 は、1990 年と 2007 年について AFTA 加盟国のタイ、マレーシア、インドネシア、フィ
リピンの域内輸出・輸入額及び AFTA 内の構成比率が示されている。1990 年から 2007 年にかけ
年 経済的地域連携 輸出額 域内輸出額 域内輸出比率 輸入額 域内輸入額 域内輸入比率
1990 ＡＦＴＡ 144,355 28,520 19.8 145,972 28,520 19.5
2007 ＡＦＴＡ 883,748 220,203 24.9 751,630 220,203 29.3
1990 NAFTA 546,720 226,273 41.4 647,059 226,273 35.0
2007 NAFTA 1,829,061 925,784 50.6 2,473,552 925,784 37.4
1990 EU25 1,513,650 1,011,020 66.8 1,503,590 1,011,020 67.2
2007 EU27 5,315,140 3,600,480 67.7 5,403,560 3,600,480 66.6
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て、４カ国とも域内輸出額と域内輸入額が相当に増加している。それに対して、４カ国の AFTA
内構成比率については、1990 年から 2007 年にかけて、域内輸出でも域内輸入でも変動は見られ
なかった。 
 
表2-2 ＡＦＴＡ加盟国の域内輸出・輸入額及びＡＦＴＡ内構成比率 
                               （単位：100万ドル） 
 
 
 
 
 
注）ジェトロ貿易マトリクス 1990 年と 2007 年より著者作成。 
 
 表 2-3 は、最近の５カ年にわたる ASEAN５カ国（シンガポール、タイ、マレーシア、インド
ネシア、フィリピン）における対内投資の動向が示されている。11)  この投資額は、残高ではなく、
年ごとのフローの金額である。５カ年にわたって、５カ国の対内投資額と構成比を見ると、シン
ガポールが相当に高い傾向にあることが分かる。それにフィリピンが相当に低い傾向にあること
がわかる。タイとインドネシアは、2008 年の段階では、マレーシアと同水準の対内投資を受け入
れているが、2004 年の段階では、マレーシアより低く、近年、対内投資の受入れが高まってきた
ことを示している。 
 
表2-3 シンガポール、タイ、マレーシア、インドネシア、フィリピンの対内投資 
                                  （単位：100万ドル） 
 
 
 
 
 
 
注）ジェトロ貿易投資白書 2006 年版～2008 年版より著者作成 
 
 表 2-1、表 2-2、表 2-3 の結果を集約すると、AFTA が形成されて域内全体の貿易は拡大し、国
レベルで見てもどの国も一定の規模の拡大が見られることが分かった。それに対して、対内投資
については、各国が同じ水準で高くなるのではなく、国ごとに格差が見られることが分かった。 
 
 
３．経済的地域連携の効果と内生的成長モデル 
 
 本節では、内生的成長モデルの特性を指摘し、経済的地域連携の効果を分析する上で関連する
研究を検討する。 
輸出額 比率 輸出額 比率 輸入額 比率 輸入額 比率
マレーシア 29420 20.4 176673 20.0 25375 17.4 148445 19.7
タイ 23072 16.0 152459 17.3 30129 20.6 130948 17.4
フィリピン 8194 5.7 66417 7.5 13227 9.1 65304 8.7
インドネシア 25675 17.8 126458 14.3 17753 12.2 104050 13.8
ＡＦＴＡ 144365 100.0 883748 100.0 145972 100.0 751630 100.0
2007年
国
1990年 2007年 1990年
投資額 構成比 投資額 構成比 投資額 構成比 投資額 構成比 投資額 構成比
シンガポール 14,820 65.7 20,083 63.8 24,742 51.9 24,137 47.6 22,725 44.9
タイ 1,414 6.3 4,008 12.7 9,010 18.9 9,575 18.9 10,090 19.9
マレーシア 4,624 20.5 3,976 12.6 6,047 12.7 8,462 16.7 7,984 15.8
インドネシア 1,023 4.5 2,258 7.2 4,914 10.3 5,571 11.0 8,340 16.5
フィリピン 688 3.0 1,132 3.6 2,921 6.1 2,928 5.8 1,520 3.0
5カ国合計 22,569 100.0 31,457 100.0 47,634 100.0 50,673 100.0 50,659 100.0
2007 2008
国
2004 2005 2006
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 1980 年代の半ば以降、ローマー（Romer）とルーカス（Lucas）を先駆者として内生的成長モデ
ルが開発されるようになり(Romer, 1986; Romer, 1987; Romer, 1990; Lucas, 1988)、それをきっかけ
にして内生的成長モデルの精緻化や内生的成長モデルに基づく実証分析が試みられてきた。内生
的成長モデルによる経済成長の分析は、経済成長の研究分野において比較的新しい試みと言える。
内生的成長モデルが出現するより前に、経済成長の分析で貢献していたのは、ソロー（Sollow）
に代表される新古典派の成長モデルであった（Sollow, 1956; Sollow, 1957）。12)ソロー・モデルにお
ける生産関数は、（1）式で示される。 
 
( ) ( ) ........................................................................................, 1 aa ALKALKFY −==  (1) 
Y : 産出量, K : 資本ストック, A : 技術進歩, L : 労働, 
a : 資本分配率, a−1 : 労働分配率 
 
（1）式に基づくと、労働者 1人当たりの産出量は、（2）式で示される。 
 
( ) ( ) .....................................................................................)( 1 thA
dgn
sty
a
a
k
−∗ ⎟⎟⎠
⎞
⎜⎜⎝
⎛
++=
 (2) 
*y : 労働者 1人当たり産出量, n : 労働の成長率,  g : 技術進歩率, d ： 資本減耗率, Ks : 物的資本へ
の投資率, 
A : 技術進歩, h : 技能習得労働の割合, a : 資本分配率, a−1 : 労働分配率, t  : タイムトレンド 
 
 産出量とその成長を資本、労働、技術進歩で説明できる新古典派の成長モデルは、実証分析が
試み易く、その結果から得られる政策的インプリケーションも高い点で多くの研究者によって取
り入れられた。しかし、新古典派の成長モデルでは、技術進歩が重要な構成要素にも関わらず、
外生変数として扱われてモデルに組み込まれていないという限界がある。そうした新古典派の成
長モデルの限界を課題として取り組んだ成果が内生的成長モデルである。 
 内生的成長モデルも様々なものがあるが、モデルの特性を理解するために内生的成長論者の代
表であるローマーの内生的成長モデルを検討する。 
 ローマー・モデルの特徴の１つは、モデルに研究開発部門を導入して、製品開発の基になる「ア
イデア」に着目したことである。アイデアは、最初に創出するのに固定費用が必要だが、追加利
用のための限界費用が必要ないという特性を持っている。それゆえ、企業が市場で製品を販売す
る際に、アイデア創出の固定費用を回収しさらに利潤を獲得できるように、製品生産の限界費用
より高い価格を設定しようとする。このモデルは、生産に関して規模の経済性が効く、不完全競
争下を想定している。 
 ローマー・モデルにおいてアイデアの生産関数は（3）式で、技術進歩率（＝アイデアの生産量
の成長率）は（4）式で示される。このローマー・モデルにおいては、産出量、資本、技術進歩に
ついて均等成長経路を仮定している。均等成長経路は（5）式で示される。 
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......................................................................................................................φλδ ALA A=&  (3) 
A& : アイデアの生産量, AL  : 研究開発要員数, A : アイデアの蓄積, δ : アイデア発見率, λ : アイ
デアを探究する要員の割合, φ : 研究開発の生産性  
 
......................................................................................................................
1 φ
λ
−=
ngA  (4) 
Ag : 技術進歩率（＝アイデアの生産量の成長率）, n : 労働の成長率（＝研究開発要員の成長率）, λ : ア
イデアを探究する要員の割合, φ : 研究開発の生産性 
 
..................................................................................................................Aky ggg ==  (5) 
yg : １人当たり産出量の成長率, kg :１人当たり資本の成長率, Ag : 技術進歩率 
 
均等成長経路を仮定しているので、（4）式は、産出量の成長率も示している。労働者一人当た
り産出量の成長率は、（6）式で示される。 
 
( )
( )
( ) ( ) .....................................................................1
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−
 (6) 
*y : 労働者 1人当たり産出量, n : 労働の成長率,  Ag : 技術進歩率, d ： 資本減耗率, 
Ks : 物的資本への投資率, Rs : 研究開発要員のシェア, L : 労働, δ : アイデア発見率, a : 資本分配
率, a−1 : 労働分配率, t  : タイムトレンド 
 
ソロー・モデルで取り上げた（2）式と比較すると、（6）式は、第１項は同じ内容だが、第２項に
違いがある。ソロー・モデルの（2）式の第２項は、技術進歩が所与の外生変数として使われてい
るが、ローマー・モデルの（6）式の第２項は、人的資源に占める研究開発要員と非研究開発要員
のシェアを考慮に入れて、産出量とアイデアの増減を説明している。後者の（6）式の方が、技術
進歩について内生変数を用いてより具体的に説明していると言える。 
 ここまで、内生的成長モデルを簡単に理解するためにソロー・モデルとローマー・モデルの比
較を中心に検討してきた。次に、本研究の関心が経済的地域連携の各国経済への影響にあるので、
内生的成長モデルを経済的地域連携の効果の分析に適用あるいは応用できる研究を検討してみる。 
 
① Baldwin（1989） 
 Baldwin（1989）は、1992 年の EU 統合が規模の経済性を生み出すことに着目して、経済統合の
経済効果について分析した。Baldwin（1989）では、経済統合によって市場規模が拡大し、（1）効
率性を高める投入物の出現、（2）技術の普及、（3）利潤に動機づけられた技術進歩が起きること
が、規模の経済性の源泉であると捉えた。Baldwin（1989）は、規模の経済性を想定した生産関数
aAKLY −= 1 に基づいて EU 統合による経済効果の実証分析を行った。13) 
 ボルドウィン・モデルでは、まず次年度の資本ストックを(7)式で示した。14) 
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( ) ( ) ..................................................................11 11 asAKLdKsYdKK −+ +−=+−=  (7) 
K : 資本ストック, Y : 産出量, A: 技術進歩, L : 労働, d ： 資本減耗率, 
s : 貯蓄率, a−1 : 労働分配率 
 
aAKLY −= 1 と（7）式より産出量の成長率は、（8）式で示される。 
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⎛⋅===+  (8) 
g : 産出の成長率, Y : 産出量, A: 技術進歩, K : 資本ストック, L : 労働, d ： 資本減耗率, 
n : 労働の成長率, s : 貯蓄率, a−1 : 労働分配率, t  : タイムトレンド 
 
 Baldwin（1989）は、先行研究に基づいて資本減耗率d を 12％、OECD の雇用アウトルック（OECD 
Employment Outlook）により EC の労働時間の成長率を計算して、n を－0.77％、Romer（1987）
に基づいて ( )a−1  の値を 0.32、1980 年から 87 年までの期間における EC の産出量の平均成長率
を 1.8％として asAL −1 の値を推計し、EC 諸国の経済統合による成長効果を明らかにした。 
 
② Rivera-Batiz and Romer（1991） 
 Rivera-Batiz and Romer（1991）では、２国間における貿易による経済統合と知識の移転が両国
の技術進歩や経済成長に対してどのような影響を及ぼすのかを理論モデルによって説明した。
Rivera-Batiz and Romer（1991）は、特許取得など研究開発のインセンティブを導入した点やアイ
デアと財の生産を分離した知識主導型モデル（Knowledge-Driven Model）とアイデアと財の生産
を同じ生産関数で扱う研究開発部門モデル（Lab Equipment Model）という２つのモデルを提示し
て分析した点が特徴とされる。 
 知識主導型モデル（Knowledge-Driven Model）は、アイデアの産出量をアイデアの蓄積、人的
資本（研究開発要員）、アイデア発見率を乗じたものとして、（9）式で示される。 
 
.....................................................................................................................AHA Aδ=&  （9） 
A& : アイデアの生産量, AH  : 人的資本（研究開発要員）, A : アイデアの蓄積, δ : アイデア発見率  
 
 知識主導型モデルでは、２国間で貿易は行われるが、知識の移転がない場合、各国とも相手国
の差別化された資本財を輸入することでアイデアの蓄積 Aが増加するために、アイデアの生産量
の水準を上げることには影響を及ぼすが、長期的な成長率には影響を及ぼさない。同モデルで、
２国間で貿易も知識の移転も行われる場合、アイデアの生産に従事する人的資本（研究開発要員）
AH の価値が高まり、研究開発要員数が増加するので、アイデアの生産量が高まる。これはアイ
デアの生産量の水準を上げることに影響を及ぼすだけでなく、長期的な成長率を向上させる。
Rivera-Batiz and Romer（1991）は、アイデアの生産量と１国の産出量の間に正の関係を想定して
いるので、知識主導型モデルにおいて２国間で貿易も知識の移転も行われる場合は、１国の産出
量の成長率も高まることになる。 
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 研究開発部門型モデル（Lab Equipment Model）は、アイデアの生産量を技術水準、人的資本（研
究開発要員）、非熟練労働、資本財を乗じたものとして、（10）式で示される。 
 
( ) .........................................................................................-1
0
diixLBHA
A
A
AA
βαβα −∫=&  （10） 
A& : アイデアの生産量, B : 技術進歩, AH  : 人的資本, AL : 非熟練労働, ( )ixA  : 資本財,  
A : 最近、発明された財 
 
このモデルが知識主導型モデルと異なるのは、アイデアの蓄積それ自体や知識の移転がアイデア
の生産量、さらには１国の産出量の長期的な成長に影響を及ぼさないことである。このモデルで
長期的な成長効果を与えるのは、２国間での貿易だけである。 
 
③ Grossman and Helpman（1991） 
 Grossman and Helpman（1991）は、イノベーションと経済成長について理論モデルで説明する
ことを試みているが、著者は１国のイノベーション率を向上させる要因として貿易による経済統
合と知識の普及に注目している。 
 知識の普及がなく、生産物市場が分割されている、つまり貿易が行われていない自給自足経済
の場合と、２国間で生産物市場が分割されていて、貿易が行われないという条件は同じだが、情
報伝達チャネルが開かれていて知識の普及がある場合を比較する。前者は（11）式で、後者は（12）
式で示される。 
( ) .....................................................................................................1 αρα −−=
a
Lg  （11） 
ｇ : 国のイノベーション率, α : 賃金/価格, a  : 代表的企業の価値×以前に開発された製品の頻度（個
数）/ 賃金, L  : 労働, ρ : 主観的割引率（＝利子率） 
 
( ) ( ) .........................................................................10;1 <<−+−= ϕαρϕα
a
LLg
BA  （12） 
ｇ : A国のイノベーション率, α : A国の賃金/ A国の価格,  
a  : A国の代表的企業の価値× A国で以前に開発された製品の頻度（個数）/ A国の賃金,  
AL  : A国の労働, BL  : B 国の労働, ρ : 主観的割引率（＝利子率）, ϕ  :  研究開発の重複度合い 
 
（12）式のパラメーターϕは研究開発の重複度合いを示している。ϕが１より低くなるほど、２
国間で研究開発の重複度合いが高くなる。（11）式と（12）式を比較すると、（12）式は BLϕ が含
まれるので、後者の方が１国のイノベーション率を向上させる。Grossman and Helpman（1991）
では、１国のイノベーション率と１国の産出量の成長率の関係を示したモデルは、正の関係を想
定しているので、後者の方が１国の産出量の成長率も高いと言える。 
 さらに、２国が要素賦存量の類似した国であることを想定して、２国間で知識の普及があり、
貿易が行われる場合は、（13）式で示される。 
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( ) ( ) ................................................................................1;1 =−+−= ϕαρα
a
LLg
BA  （13） 
ｇ : A国のイノベーション率, α : A国の賃金/ A国の価格,  
a  : A国の代表的企業の価値× A国で以前に開発された製品の頻度（個数）/ A国の賃金,  
AL  : A 国の労働, BL  : B 国の労働, ρ : 主観的割引率（＝利子率）, ϕ  :  研究開発の重複度合い 
 
（13）式と（12）式を比較すると、（13）式の BL は 1=ϕ であることを示している。これは貿易が
行われて技術革新者間の競争が激しくなり、技術革新者達が利潤を求めて研究開発の差別化を
行った結果、2国間で研究開発の重複がなくなったと仮定している。従って、（13）式の方が、１
国のイノベーション率と１国の産出量の成長率が高いと言える。 
 Grossman and Helpman（1991）では上記と異なる条件でも分析を行っている。２国が均等でな
いイノベーションのもとで貿易が行われる場合、規模が大きな国はイノベーション率が自給自足
経済のときと同様であり、規模の小さい国はイノベーション率が自給自足経済のときより低下す
ることを示し、さらに、要素賦存量の類似していない２国において知識の普及と貿易が行われる
場合、人的資本に恵まれた国はイノベーション率が低下し、相対的に人的資本に恵まれていない
国は、イノベーション率が低下しないことを示した。 
 
④ Baldwin and Forslid（2000） 
 Baldwin and Forslid（2000）では、貿易による経済統合と経済成長の関係をトービン（Tobin）の
qを用いて分析した。15)  この研究では、イノベーション部門、投資財生産部門、教育部門から構
成される I 部門と金融機関の活動をモデルに含めている。16)  Baldwin and Forslid（2000）では、I
部門において不完全競争市場を仮定しているので、貿易自由化によって研究開発部門の競争が高
まると、限界費用に対する価格のマークアップが低下する。Baldwin and Forslid（2000）は、この
マークアップの低下が資本の均衡価格の低下につながり、１国のトービンのq を上昇させて、投
資と長期的な成長を高める傾向があると主張する。これをボルドウィン＝フォースリド・モデル
で確認する。 I 部門を組み込んでトービンのqを求めたのが（14）式であり、（14）式を説明する
上で重要なパラメーターΓを（15）式で示した。 
 
( ) ( )[ ]( )
( )( )( ) ...................................................................11
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 (14) 
q : トービンのq , Iμ : I 部門の限界費用に対する価格のマークアップ, F : 資本の限界費用, 
J : 資本の市場価値 , σ : 消費支出/資本の総利潤, ρ  : 主観的割引率（＝利子率）, g : 資本の成長
率, L : 労働, Im  : I 部門に従事する企業の数 
.........................................................................................1;1
**
g
gs
F
P Ik
+≡⎟⎟⎠
⎞
⎜⎜⎝
⎛ −=Γ ρεε 　
 (15) 
F : 資本の限界費用, *kP :輸出市場における資本の価格（＝取り換え費用）,  
*
Is  :海外での I 部門の雇用/国内での I 部門の雇用 , ρ  : 主観的割引率（＝利子率）, g : 資本の成長率 
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 ２国の資本財市場が貿易によって統合されず、資本の限界費用に対して海外での資本の価格（＝
取り換え費用）が上回る 1>Γ のとき、資本財を扱う企業のシェアは、輸出市場よりも自国市場の
方が高まる。このときトービンのq が減少する。それに対して、２国の資本財市場が貿易によっ
て統合されて、資本の限界費用に対して海外での資本の価格（取り換え費用）が下回る 1≤Γ のと
き、資本財を扱う企業のシェアは、自国市場よりも輸出市場の方が高まる。このときトービンのq
が増加する。このモデルは、貿易による経済統合とトービンのq の関係を明らかにしたと言える。 
 
 これまで、経済的地域連携と経済成長の関係を説明するのに適用あるいは応用できる４つの研
究について検討してきた。これらの研究は、不完全競争下における規模の経済性、アイデアを生
み出す研究開発部門、資本財生産企業などをモデルに組み込むことによって、経済統合による市
場規模の拡大と知識の移転及び普及が、１国における技術進歩（＝イノベーション）を促進し、
１国の経済に影響を及ぼすという関係を示唆してきた。それと同時に、経済的地域連携は、経済
統合による市場規模の拡大と知識の移転及び普及を促進するため、この制度が１国の技術進歩や
経済成長に対して重要な役割を果たすこともこれらの研究は示唆したと言える。本節以降の議論
において内生的成長モデルから得られた知見を活かしていく。 
 第４節では、内生的成長モデルの１つであるボルドウィン・モデル（Baldwin, 1989）を用いて
実証分析を行う。さらに、第５節では、AFTA に対して多国籍企業が対応することで、どのよう
にして市場規模が拡大し、技術進歩の源泉である知識が投資受入国に導入されたのかを事例を用
いて検討し、第６節では、市場規模の拡大と知識導入の担い手である多国籍企業を自国に誘致す
るために政府はどのような点を考慮に入れる必要があるのかを議論する。 
 
 
４．内生的成長モデルに基づく実証分析 
 
 前節で検討した経済的地域連携と経済成長の関係を説明するのに適用あるいは応用できる４つ
の研究のうち、Baldwin（1989）のモデルを使って、AFTA の１国の経済成長に対する影響につい
て実証分析を行う。17)  前節で提示した（8）式のうち実証分析に関係ある部分だけをここで提示
する。 
 
( ) ( )( ) .............................................................................111 )1(1 aa nsALdg −− ++−=+  （8） 
 
g : 産出量の成長率, d ： 資本減耗率, A : 技術進歩, L : 労働, n : 労働の成長率, s : 貯蓄率, 
a−1 : 労働分配率 
 
（8）式の全要素生産性を含む項 asAL −1 の値を AFTA 加盟国について求め、AFTA が経済成長にど
の程度貢献したのか、さらに国ごとにどのような違いが見られるのかを分析する。分析対象は、
AFTA 加盟国のうち最初から加盟していた６カ国のうちタイ、マレーシア、インドネシア、フィ
リピンの４カ国である。シンガポールとブルネイを分析対象から外したのは、データ収集の制約
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のためである。18)  分析の期間は、1990 年から 2008 年の 18 年間である。 
 分析に用いたデータの出所および作成方法は以下の通りである。 
 産出量の成長率 g：産出量のデータとして、UN（United Nations: 国際連合）の National Accounts 
Main Aggregate Database より各国の 1990 年と 2008 年の実質 GDP（1990 年を基準値としたドル表
示）を使い、産出量の成長率として、1990 年から 2008 年までの期間における幾何平均の値を用
いた。 
 資本減耗率 d ：台湾、香港などアジア諸国の全要素生産性について分析した Young（1993）に
基づき、資本減耗率を 10％と仮定した。 
 労働の成長率 n ：労働のデータとして、ILO（International Labor Organization: 国際労働機関）
の LABORSTA Internet より各国の 1990 年と 2008 年の労働者数を使い、労働の成長率として、1990
年から 2008 年までの期間における幾何平均の値を用いた。 
 労働分配率 a−1 ：『データブック国際労働比較』（独立行政法人・労働政策研究・研修機構）各
年版に掲載されたタイとフィリピンの労働分配率のデータを利用した。データが入手できる 1990
年、1993 年～1995 年、2000 年～2005 年における 1カ年の平均値は、0.34（タイの 1カ年平均値
が 0.39、フィリピンの 1カ年平均値が 0.29）であり、これを各国の分析に使用する。この値は、
Baldwin（1989）と岩田（1998）が用いた Romer（1987）の 0.32 と同じ水準の値である。 
 
 分析結果は、表 4-1 で示されている。全要素生産性を含む asAL −1 の値は、経済的地域連携によっ
て貿易を自由化した結果、企業間競争が活発に行われ、技術進歩が高まったと捉えることができ
る。AFTA 加盟の４カ国においてこの値を見ると、いずれの国も実質 GDP の成長率に対する寄与
度が 10％を越えているので、AFTA が４カ国の技術進歩の向上にある程度の貢献をしたと言える。
さらに、AFTA 加盟の４カ国間を比較した場合、 asAL −1 の値は国ごとに格差が見られ、マレーシ
アが最も高く、次にタイ、インドネシアの順番で高く、フィリピンが最も低いという結果になっ
た。これは AFTA の効果が各国に均等に与えられるのではなく、不均等に与えられることを示唆
している。 
表4-1 ＡＳＥＡＮ5カ国に対するＡＦＴＡの効果分析の結果 
                     （単位：実質GDP100万ドル, 労働者数1000人） 
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５．ＡＦＴＡに対する多国籍企業の動き 
 
 第３節では、経済的地域連携と経済成長の関係を説明するのに適用あるいは応用できる内生的
成長モデルを検討し、これらのモデルは、経済的地域連携が域内国間における貿易量の拡大と知
識の移転及び普及を行えるとき、１国の技術進歩と経済成長に影響を及ぼすことを示唆した。さ
らに、第４節では、内生的成長モデルに基づく実証分析を試みて、経済的地域連携の１つである
AFTA が加盟国の１国の技術進歩と経済成長に貢献することが示された。そして ATFA の効果を
どの程度受けたかについては、国ごとに格差があることも示された。 
 AFTA に参加する ASEAN 諸国が、自国企業による貿易量の拡大、さらに自国企業の保有する知識
とその移転及び普及だけによって、１国の技術進歩と経済成長に対してこれほどの成果を出すことは
困難であろう。ASEAN 諸国にとって、日米欧などの多国籍企業による現地国への投資とそこでの事
業活動が ASEAN 諸国の貿易量の拡大と知識獲得の重要な鍵となる。AFTA は、多国籍企業の動きを
方向づける役割を担ったのではないかと考えられる。また、AFTA の効果が国ごとに格差があったこ
とも多国籍企業の動きと関係があると考えられる。 
 本節では、AFTA の形成に対して多国籍企業がどのような動きをしたのか、多国籍企業の動き
が投資受入国にどのような影響を及ぼしたのかについて具体的なイメージを掴むために、日本の
自動車部品メーカーであるデンソーの事例を検討する。19) 
 1980 年代ごろ ASEAN 諸国では、国民所得の向上に伴い自動車の購買力を持つ層が多くなり、各
国で自動車市場が形成されつつあった。当時、ASEAN 諸国のなかでも、タイ、マレーシア、イン
ドネシアは、工業化の重点産業として自動車産業の育成に力を入れてきた。20)  これらの国は、日
本などの自動車完成車メーカーに対し租税面などで優遇措置を提示してその誘致を図り、現地資本
企業との合弁事業を奨励してきた。日本などの完成車メーカーと現地資本企業の合弁事業は、製品
の現地化を進めていき、マレーシアやインドネシアでは、現地国ブランドの「国民車」の開発・生
産を行ってきた。 
 他方、完成車メーカーも ASEAN 諸国を将来性の高い市場として注目していた。ただし、ASEAN
諸国における自動車販売台数の推移をみると、現状において１国ごとの市場規模は大きくない。21)  
それゆえ、AFTA が形成されて、国境の垣根が取り払われると、完成車メーカーにとって AFTA
加盟国は、近隣諸国への輸出拠点としての魅力が高まる。 
 完成車メーカーを顧客とする自動車部品メーカーにとって、ASEAN 諸国における完成車メー
カーの動向の影響を受ける。日本の部品メーカーは、1980 年代ごろ ASEAN 諸国に活発に投資を
行い、現地で事業活動を行ってきた。ASEAN 諸国が完成車メーカーにローカルコンテント要求
（原産地規制）をしたため、完成車メーカーが取引先の部品メーカーに海外投資を要請したこと
が、部品メーカーによる ASEAN 諸国での海外投資が増大した大きな要因の１つである。 
 トヨタ系列の部品メーカーと言われるデンソーは、トヨタの ASEAN 諸国進出に伴う部品の需
要に対応して、タイ、マレーシア、インドネシア、フィリピンに直接投資を行い現地で事業活動
を行った。しかし、１国ごとの市場規模が大きくなく、現地生産を行うことで十分に採算に見合
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うものではなかった。22)  こういう状況下で、AFTA の形成によって域内国生産の部品は、ローカ
ルコンテントの基準で現地国製品として扱われ、各国の関税率の低減により、AFTA に参加した
ASEAN 諸国を１つの大規模な市場として捉えることが可能になった。 
 デンソーは、AFTA の形成を受けて、90年代の前半には、タイ、マレーシア、インドネシアの
海外子会社の生産品目数を削減して、各子会社には一部の生産品目に特化させることで、各子会
社に AFTA 域内分業における差別的な役割を与えていった。さらに、デンソーは、いち早く、AFTA
の取り組みの１つである AICO に反応し、ASEAN 諸国から AICO の適用を受けて、AFTA 域内の
海外子会社の再編に取り組んだ。2001 年には、スターターとオルタネーターは、タイに、スパー
クプラグとホーンは、インドネシアに生産移管が行われ、各子会社から AFTA 域内国への輸出が
可能になった。23) 
 こうした域内分業に取り組んだデンソーの１つの拠点であるタイを見てみる。タイは、ASEAN
諸国のなかで自動車産業が最も盛んな国の１つである。近年、市場規模は中国に及ばないがトヨ
タとホンダが現地で開発したアジアカーが販売され、ヒットするなどタイの販売台数は着実に伸
びてきている。ピックアップトラックについては、タイ及び ASEAN 諸国内のみならず世界市場
への輸出に向けた生産拠点として注目されている。 
 タイは、デンソーの ASEAN 域内拠点の中でも最重要拠点の１つである。1970 年代にタイでの
現地国産化要求に対応しなければならないトヨタの要請に応える形で、デンソーは、1972 年、タイ
に進出しニッポンデンソー・タイランド（現、デンソー・タイランド）を設立した。その後 2002
年に、デンソーは、サイアム・デンソー・マニュファクチュアリングを設立し、トヨタ製ピックアップト
ラックの世界戦略車「IMV」用の燃料噴射の基幹部品「コモンレール・システム」を生産してきた。 
 デンソーは、タイにおいてトヨタ生産システムの移転を行っている。24)  移転の際、日本のそれ
をそのまま適用するのではなく、タイの事情に適合させている。さらに、タイ独自の「段ボール
シミュレーション」は、工場の廃棄物となる段ボールと角材を利用した生産の実習方法で、この
方法によって工場の効率性を高める施策が提案されてきた。25)  タイのデンソーは、こうした工夫
を積み重ねて、工場のコストダウンを図ってきた。 
 またデンソーは、現地での「ものづくり」に貢献できる人材の育成にも力を入れている。デン
ソーは、例えば、定年前後で退職した日本人技術者にタイ人を指導させる「シニア・オーバーシー
ズ・サポーターズ」を始め、2005 年には、「デンソー・トレーニング・アカデミー・タイランド」
という技術者育成のトレーニングセンターの設立、タイ政府や日系企業と共同の人材育成事業な
ど様々な取り組みを行ってきた。26) 
 次に、デンソーの ASEAN 域内の５拠点における海外子会社の概要と従業員の増減の傾向を見
てみる（表 5-1、表 5-2）。海外子会社における従業員数は、海外子会社がどの程度の経営資源を
保有しているかを測定できる変数と考えられる。27)  2008 年現在、タイの拠点は、統括機能が中
心のシンガポールを除いて生産を行う他の拠点と比較すると、経営資源の面(海外子会社数５社、
従業員数 5,853 名)で他の拠点を圧倒している。タイの拠点は、2002 年にサイアム・デンソー・マ
ニュファクチュアリングを設立して以降、経営資源の面で他の拠点を引き離していくことが分かる。 
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 タイの拠点と最も対照的な動向を示しているのがフィリピンの拠点である。フィリピンの拠点
は、マルコス政権の崩壊に伴う政情不安などの理由で撤退し、1996 年に再び、進出した。それゆ
え、他の拠点に比べて子会社の成長の歩みは遅く、2008 年現在でフィリピン・オート・コンポー
ネントの従業員数が 1,000 人近くまでになった程度である。拠点における経営資源の保有の程度
でタイとの間に大きな格差があることが分かる。 
 
 
６．議論 
 
 本研究は、AFTA という経済的地域連携が加盟国の経済成長にどのような影響を及ぼすのかを
分析し、AFTA に対する多国籍企業の動きを検討してきた。 
 これまでの議論を整理すると、内生的成長モデルに基づく実証分析では、タイ、マレーシア、
インドネシア、フィリピンの４カ国とも AFTA が１国の技術進歩と経済成長に貢献していること
が示されたが、国によって AFTA から得られる効果に格差があることも示された。例えば、タイ
とフィリピンを比べるとタイの方が AFTA の効果が高いことが分かる。 
 さらに、1990 年代から 2000 年代において日本の自動車部品メーカーのデンソーによる ASEAN
諸国での海外投資と事業活動を見ると、デンソーは、フィリピンに比べてタイに重点を置いてき
たことが分かる。これは、デンソーという１つの企業の事例にすぎないが、他の日本の自動車部
品メーカーも同様の動きをしてきたと考えられる。28) 
 内生的成長モデルは、１国の研究開発力や技術力を反映する知識の重要性を指摘しているが、
シンガポールを除く ASEAN 諸国では日米欧の多国籍企業に匹敵する経営資源を持つ企業がほと
んどないために、知識の獲得については、日米欧などの多国籍企業の対内投資に頼らざるを得な
い。従って、多くの ASEAN 諸国にとっては、AFTA を締結した後、いかに自国に多国籍企業の
対内投資を引き付けるかが課題となる。そのために自国を多国籍企業の事業活動の場として魅力
的にすることが重要であろう。 
 この議論をする際に、クラスターという概念が有効である。例えば、ポーター（Porter）は、要
素条件、需要条件、関連産業・支援産業、企業戦略・競争環境の４つの要因が相互作用すること
が国の競争力を高めるとし、これに「競争優位のダイヤモンド」という名称をつけて、独自のク
ラスター論を展開した（図 6-1）。29) クラスターが企業の立地を引き付けるのは、企業がクラスター
内で事業活動をすることで、イノベーションの発生と生産性の向上などクラスターによる正の外
部効果が得られるからである。多国籍企業を自国に誘致したい国は、クラスターを強化する政策
を検討する必要がある。30) 
 クラスターを強化する政策として、まず第１に、要素条件を充実させることが重要である。多
国籍企業が海外進出する目的の１つに安価な労働力が挙げられるかもしれないが、多国籍企業は、
国に安価な労働力があるだけで現地に進出しているわけではない。本国に近い品質水準の製品を生
産できる人的資源の費用が相対的に安価で済む場合、多国籍企業にとって魅力的な投資先になる。 
 熟練した人材を育成するために、管理者、研究者、技術者、労働者など様々なレベルの教育に
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おいて、技術力があり経営の知識が豊富な外資系企業とタイアップしたり、海外の人材育成に積
極的な外国政府の支援を受けることが必要であろう。外国政府の支援については、例えば、日本
の AOTS（The Association for Overseas Technical Scholarship：財団法人海外技術者研修協会）に
おける生産管理者を対象にした日本での研修は、日本のものづくりの現場を実際に体験しながら
学習できるので有効的であろう。31) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図6-1 競争優位のダイヤモンド 
 
 第２に、関連産業・支援産業を集積させて力を発揮させる必要がある。例えば、ASEAN 諸国
のなかで、他の国に比べてフィリピンを事業拠点として重視しない日本企業が少なくないが、そ
うした企業は、フィリピンの関連産業・支援産業の弱さを敬遠している面がある。32)  関連産業・
支援産業の集積は、クラスターが正の外部効果を発揮する上で鍵となる要因なので、これらの対
策は最も重要なことの１つである。 
 関連産業・支援産業を充実させるには、関連産業・支援産業へ補助金を支給する政策を実施し
たり、クラスター内の企業・大学・政府における個別の活動をコーディネートする仕組みを導入
することが必要である。33)  例えば、マレーシア政府、マレーシアの銀行、日本企業が技術及び資
金面で協力して現地のベンダー企業（中小規模の部品メーカー）を育成したマレーシアのベンダー
育成プログラムはこうした試みの成功事例と言える。34) 
 第３に需要条件については、製品のイノベーションにつながる先進的なリード・ユーザーとな
る顧客が自国にいない場合は、海外にそれを求める必要があるだろう。ASEAN 諸国がリード・
ユーザーのいる国と個別に FTA を締結することで、貿易量の増大による市場規模の拡大だけでな
く、リード・ユーザーからの自国製品に対する評価を受けることが期待できる。自国で事業活動
企業戦略
競争環境
関連産業
支援産業
需要条件要素条件
出所：Porter, M. E. (1998) （竹内訳 , 1999年）より
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を行う企業がリード・ユーザーの評価に対応することで、自国のイノベーションが促進されるだ
ろう。 
 2002 年にシンガポールと日本の FTA が発効されたが、政治的な理由で農業保護が続く日本で
は、国土が狭く農業が主力産業ではないシンガポールとは FTA が締結しやすい。35)  対照的に、
農産物輸出国である他の ASEAN 諸国と日本が FTA を締結することは難しいだろう。ただ、そう
した状況であっても、相手国の貿易制限的条件を受け入れて FTA を締結することで、先進的な
リード・ユーザーを獲得できるという面がある。 
 第４に、企業戦略・競争環境がよいことが挙げられる。そのために政策の継続不安定性や政情
不安などの政治リスクを削減することが必要である。36)  法人税の低減や非関税障壁の削減は、企
業戦略・競争環境をよくするために貢献するが、こうした対内投資を誘致する政策を採用しても、
政治リスクの高い国では、誘致政策の効果を多く期待できないだろう。多国籍企業にとって政治
リスクの高い国は、関係特殊的資産の問題が発生するために投資先としての魅力が低減するので
ある。37)  
 実際に、各国政府が、政策や法律を頻繁に変更することなく首尾一貫した継続性のあるものに
し、政策や法律の面で多国籍企業と現地資本企業を公平に扱うことは、政治リスクを削減する上
で重要である。さらに、政治リスクとは、多国籍企業がどの程度、自国を事業活動の場として問
題があると捉えているか、という認知の問題とみなすこともできる。政治リスクが認知の問題で
あれば、自国への投資が安全であることを多国籍企業に対して積極的に「広報」して、政治リス
クが高いというマイナスの認知の程度を低くしていくことも必要である。 
 本節では、ポーターの競争優位のダイヤモンドに基づいて４つの要因を個別に強化するための
政策的提言を行ってきた。クラスターを強化したい国は、まず第１段階の作業として、４つの要
因をある程度まで充実させることが必要である。その次の段階の作業では、４つの要因の相互作
用を意識して、４つの要因が互いに強化し合うように仕向けていくことが必要になる。経済成長
を高めたい国は、クラスターを強化することによって、多国籍企業の対内投資を引き付けて、知
識導入を促進し、貿易の拡大を図ることができる。それが自国の経済成長へとつながることにな
るだろう。 
 
 
７．結論 
 
 本研究は、経済的地域連携が１国の技術進歩と経済成長にどのような影響を及ぼすかを AFTA
のケースを使い、内生的成長モデルの知見を活用して分析してきた。内生的成長モデルの１つで
あるボルドウィン・モデルによる実証分析では、AFTA の効果を確認することができると共に、
AFTA 加盟国間で AFTA から得られる効果に格差があることが確認できた。本研究では、国ごと
に AFTA の効果の格差を生み出す要因の１つとして多国籍企業による海外投資と現地事業活動を
指摘し、日本の自動車部品メーカーのデンソーによる AFTA 加盟国、特にタイでの直接投資と事
業活動を検討し、最後に国が多国籍企業による対内投資を引き付けるための政策的提言を行った。 
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 本研究は、経済的地域連携の１つである AFTA を対象とした分析なので、本研究の分析結果か
らの全ての経済的地域連携の取り組みに関する一般的な議論へと展開するのは自ずと限界がある。
経済的地域連携についての一般的な議論を展開するには、本研究と同様の方法論で他の経済的地
域連携についても分析する必要があるが、いくつかの経済的地域連携については、データの入手
が困難なために分析ができない。一般的な議論を志向する場合、本研究とは別の方法論が必要に
なるだろう。 
 本研究の第１節でも触れたが、経済的地域連携の研究は、（1）経済的地域連携が域内貿易に与
える影響の分析、（2）経済的地域連携の形成に対する近隣諸国の反応の分析、（3）経済的地域連
携が１国の経済に与える影響の分析の３つのタイプに分かれている。本研究では、（3）のタイプ
を扱ったが、今後は、AFTA のケースを使って他の（1）や（2）のタイプの研究も試みてみたい。 
 
 
注 
 1) WTO の前身である GATT（General Agreement on Tariffs and Trade: 関税及び貿易に関する一般協定）が、IMF
と並ぶ戦後の国際経済体制の推進機関として、1948 年に発足されて以降、自由貿易を促進する多角的取
り組みが積極的に行われてきた。 
 2) 近隣諸国どうしが協力して行う経済的取り組みについては、協力のレベルに応じて自由貿易地域、関税同
盟、共同市場、経済同盟など様々なものがあるが、これらを包括する用語として、本研究では、経済的地
域連携を使用する。本研究の経済的地域連携の考え方については、洞口（2001）、洞口（2002）、伊藤（1996）、
伊藤（2005）に基づいている。 
 3) 経済的地域連携に関する理論的研究および実証研究のレビューについては、洞口（2002）、徳永（1994）
を参照。 
 4) （1）経済的地域連携が域内貿易に与える影響の分析としては、例えば、Viner（1950）、Jacquemin and Sapir 
（1988）、Neven and Roller（1991）を参照。Viner（1950）は、この分野の代表的な古典的研究の 1つで、
関税同盟の経済効果について貿易創出効果と貿易転換効果という概念で説明した。Jacquemin and Sapir 
(1988)と Neven and Roller (1991)は、域内貿易の促進にプラスの影響を与える要因とマイナスの影響を与
える要因を分析した。（2）経済的地域連携の形成に対する近隣諸国の反応の分析としては、例えば、Sapir 
(2001)を参照。Sapir (2001)は、EC が単一市場計画を推進して域内統合を図ろうとすることで、EC 以外
の近隣諸国が次々に EC に参加を希望する「ドミノ効果」を示した。（3）経済的地域連携が 1国の経済に
与える影響の分析としては、例えば、後藤・入江・曽山・通商産業省編 (1990)、Roland-Horst, Reinert and 
Shiells (1992)、永田（1993）、マックリアリ （ー1994）、岩田（1998）、川崎（1999）を参照。後藤他（1990）、
永田（1993）、マックリアリ （ー1994）、岩田（1998）は、マクロ経済モデルを、Roland-Horst, Reinert and Shiells 
(1992)、川崎（1999）は、応用一般均衡モデルを構築して実証研究を行った。(1)と(2)のタイプの研究の
最近の成果としては、遠藤（2005）を参照。 
 5) 経済的地域連携に対する多国籍企業の動きを分析した研究・レポートとしては、洞口（2001）、洞口（2002）、
洞口（2003）、若松・野村・五味（2001）、苅込 (2001)を参照。 
 6) AFTA についての主な記述は、青木編（2001）、木村・鈴木編（2003）、浦田・日本経済研究センター編（2004）、
伊藤・財務省財務総合政策研究所編（2004）、馬田・木村編（2008）を参考にした。 
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 7) AFTA の関税低減目標や期日については、青木編（2001）を参照。 
 8) AICO とそれがどのように利用されたかについては、若松・野村・五味（2001）、日本経済新聞 1999年 1 月
4 日「ASEAN 特恵関税制度 企業の利用増加」を参照。ジェトロ通商弘報 2008 年 10 月 15 日
(http://www.jetro.go.jp/biznews/asia/)によると、今日では、各国の関税削減が前倒しされたため、AICO
の申請件数が少なくなってきたという指摘がある。 
 9) ASEAN 経済共同体についての詳細は、石川（2008）を参照。 
10) 例えば、AFTA 加盟国と中国の FTA についての詳細は、菅原 (2006) を参照。 
11) 1990 年から 2000 年初頭にかけての ASEAN 5 カ国の対内投資については、比較可能なデータを入手でき
なかった。 
12) 以下で展開されるソロー・モデルとローマー・モデルについて議論は、Charles (1998)に基づいている。 
13) 通常のコブ・ダグラス型関数では、資本の乗数に a を使い、労働の乗数に a−1 と置かれるが、ボルドウィ
ン・モデルで用いた生産関数は、資本の乗数を ( ) 1=+ ba と仮定し、労働の乗数を a−1 とすることで、経
済統合によって規模の経済性が発生することを表している。 
14) ボルドウィン・モデルの展開は、岩田（1998）に基づいている。 
15) トービンのq とは、資本の取り換え費用（＝限界費用）に対する資本の市場価値（＝限界収入）の比率で
ある。トービンの q については、Tobin(1969)を参照。 
16) I 部門のイノベーション部門、投資財生産部門、教育部門はそれぞれ、知識資本、物的資本、人的資本を
生み出す。なお、金融機関を扱ったモデルの説明は、本節以降の議論で金融機関の役割について言及しな
いので省略した。 
17) ボルドウィン・モデルを使って EU、NAFTA、AFTA の効果分析を行った先行研究として、岩田（1998）
がある。本研究と岩田（1998）では、分析対象の国と分析期間、データの収集と作成方法が異なると考え
られる。また岩田（1998）の関心は、AFTA の加盟国全体への効果にあったと考えられる。本研究は、AFTA
の加盟国全体への効果のみならず、AFTA の効果が国ごとに異なる点にも着目している。 
18) ブルネイについては、本節の下記で示した実質 GDP と労働者数のデータを入手できなかったためである。
他方で、シンガポールについては、同国の政府機関による労働者数の測定方法が分析期間中に変更したた
めに LABORSTA Internet にその前後のデータを厳密に比較することができないと記載されていたからで
ある。 
19) デンソーの事例については、特に以下の文献を参考にして作成した。株式会社デンソー (2000)、津田 
(2007)、日本経済新聞社編 (2005)、ジェトロセンサー (2004)、ジェトロセンサー (2006)、西田 (1998)。 
20) タイ、マレーシア、インドネシアの政府が行ってきた、これまでの自動車産業の取り組みについては、タ
イは東（2000）、マレーシアは鳥居（1991）、インドネシアは佐藤（1992）を参照。  
21) 三菱総合研究所が作成したデータによると、1995 年における乗用車販売台数は、タイ 50 万台、インドネ
シア 30 万台、マレーシア 22 万台、フィリピン 7万台であり、同時期の韓国 115 万台と比べて低い水準で
ある。2004 年では、タイ 58 万台、インドネシア 41 万台、マレーシア 37 万台、フィリピン 3万台と同時
期の中国 232 万台、韓国 85 万台、インド 80 万台と比べると低い水準である。三菱総合研究所が作成した
データについては、土屋・大鹿・井上（2006）を参照。 
22) 津田（2007）によれば、1970 年代ごろのタイの市場規模では、デンソーの製品を現地化しても採算がと
ることができず、デンソー幹部がトヨタの要請と自社の採算とのジレンマに苦悩したことがわかる。 
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23) 日本経済新聞 2005 年 6 月 6 日「デンソー、海外強化」によると、デンソーの ASEAN 域内調達率は 1996
年 31％、2003 年 65％で、2005 年の目標が 80％であった。この ASEAN 域内分業体制の構築によってデン
ソーの ASEAN 域内調達率が高まっていると考えられる。 
24) 日本経済新聞 1990 年 1月 11 日「アジアが新しい（3）QC 活動が盛んに―現地に生産性向上求める。」に
よれば、1990 年初頭には、すでにトヨタ生産システムの要である QC サークルが活発に活動しているこ
とが分かる。 
25) 段ボールシミュレーションについては、津田（2007）、日本経済新聞社編（2005）、日本経済新聞 2004 年
9 月 1日「IMV ルポ アジアを駆ける デンソーの秘策」を参照。 
26) シニア・オーバーシーズ・サポーターズについては、日本経済新聞 1999 年 12 月 14 日「タイ日系企業現
地化へ改革」を、トレーニングセンター及び、タイ政府と日系企業との人材育成事業については、津田
（2007）を参照。 
27) 海外子会社の従業員数という変数によって、経営資源の保有の程度を測定する考え方については、高橋・
竹之内（2008）を参照。 
28) 日系自動車電装部品メーカーの国際展開を分析した佐伯（2008）によると、近年、アジア地域における日
系の電装部品メーカーの進出先で法人設立数が一番多いのが中国で、2 番目がタイであることが分かる。 
29) ポーターのクラスター論については、Porter (1987)、Porter (1998)、高橋・齊藤・朴 (2008)を参照。「競
争優位のダイヤモンド」を構成する 4つの要因のうち、要素条件は、熟練した人材、研究機関やベンチャー
キャピタルの集積など競争優位の源泉となる生産要素、需要条件は、先進的な製品をつくるための鍵とな
る要求水準の高い顧客による圧力の存在、関連産業・支援産業は、国際的競争力を持つ関連産業（技術レ
ベルで関係が深い他の産業）・支援産業（サプライヤー産業）の存在、企業戦略・競争環境は、特定の産
業で投資を持続的に行えるように整備された事業環境及び国際的な競争力を持つ競合他社の存在である。 
30) クラスターにおいて、イノベーションが生まれるのは、産業間・企業間でスピルオーバー効果が働くから
であり、生産性を向上させることができるのは、支援産業や関連産業が自社から近い場所に存在したこと
によって取引費用が削減できるからである。こうしたイノベーションの発生や生産性の向上は、クラス
ターによって生み出された正の外部効果である。 
31) AOTS については、同機関のホームページ（http://www.aots.or.jp/）を参照。 
32) 『ジェトロ貿易投資白書』2008 年度版のフィリピンの章では、在アジア日系企業の経営実態調査の結果
から、フィリピンでの経営上の課題として、中国や他の ASEAN 諸国に比べて関連産業・支援産業が充実
していない点が指摘されていた。 
33) 関連産業・支援産業を充実させるための補助金の支給や個別の活動のコーディネートについては、石倉・
藤田・前田・金井・山崎（2003）の各章を参照。 
34) ベンダー育成プログラムについては、川辺 (1995)を参照。 
35) シンガポールと日本の FTA については、例えば、伊藤（2003）を参照。 
36) 政治リスクの考え方については、Kobrin (1982)を参照。 
37) 関係特殊的資産については、Besanko, Dranove and Shanley (2000)を参照。企業は海外投資をして、現地国
に工場や研究所などを設立し、機械などの設備を導入する。一度、投資をしてしまうと現地国にある設備
の多くは、現地国で事業活動をするときのみ有用な関係特殊的資産になる。関係特殊的資産は現地国に
ロックインされたものなので、政策変更や政変などの政治リスクが顕在化したとき、その程度に応じて、
価値が低下したり、無になる可能性がある。当然、多国籍企業はこれらの事態を回避できる海外投資を選
好するだろう。 
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